
国立大学法人北海道大学における福利厚生業務に関する大学と

生協との業務委託契約書 

 

 国立大学法人北海道大学（以下「甲」という。）と北海道大学生活協同組合（以下「乙」という。）は，甲の

国立大学法人への移行に当たり，これまで積み重ねてきた甲乙間の従前の関係を尊重し，今後の大学の福利厚

生を充実させていくために，甲の構成員である学生・教職員（以下「学生等」という。）の福利厚生に係る業務

の一部を乙に委託することに関し，次のとおり契約を締結する。 

 

（目的） 

第１条 甲は，甲が行うべき，学生等のための福利厚生の充実を図る目的をもって，次の各号に掲げる福利厚

生業務（以下「本件業務」という。）を乙（乙は，甲を職域とし，学生等が結成し，運営する生活協同組合で

ある。）に委託し，乙はこれを受託する。とりわけ，学生支援のための福利厚生は，大学が行うべき正課外の

教育でもあり，正課の教育では代替できない固有の意義があるものであって，この意味でも乙の行う本件業

務は，甲にとって不可欠のものであり，乙は，この観点からも甲に協力し誠実に責任を持ってこれを遂行す

るものとする。 

(1) 食堂業務 

(2) 購買業務 

(3) 住居・旅行等の各種斡旋及びサービス業務 

２ 甲は上記の外，福利厚生に係る新たな業務を乙に委託する場合は，その都度甲，乙協議して定めるものと

する。 

３ 甲は，高等教育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発展を図るため，学生等に対する福利厚生の充実を

継続的に目指し，乙は，その組合員のための生活の文化的経済的改善向上を図る諸活動を通じて，学生等の

福利厚生の充実を目指すものである。 

（乙の責務） 

第２条 乙は，本件業務の実施に当たり，関連する法令，規則等を遵守するとともに，善良な管理者の注意を

もって誠実にこれを履行し，甲の品位並びに秩序の維持に努めるものとする。 

２ 乙は，いかなる事由によっても甲の社会的信用を消失させたり，学生等の不利益となる行為をしてはなら

ない。 

３ 乙が行う本件業務は，良質で低廉な飲食物・商品・サービス等を提供するものとする。 

４ 乙は，本件業務を運営する際にトラブルが発生した場合は，原則として乙の責任において解決を図るもの

とする。 

５ 本件業務実施のために乙が行う商取引の一切は，乙自らの名義において行うものとし，甲の名義を使用し

ない。 

（物件の利用） 

第３条 甲は第１条の目的に向けた本件業務のために，甲と乙が別に締結する「使用貸借契約書」に定めた土

地・建物（以下「固定資産等」という。）を無償で乙の利用に供する。 

２ 前項の定めに関わらず，甲が定めた別記「取扱要領」に掲げた諸条件を乙が具備しない場合は，貸付料を

徴収することができるものとする。 

３ 乙は，甲からの便宜供与の目的を受け止め，本件業務を誠実に責任を持って行う。また，乙は，甲が高等

教育機関としての社会的使命を達成することは，自らの組合員である学生等の願いでもあるという認識に立

ち，甲の高等教育機関としての社会的使命達成に積極的に協力するものとする。 

４ 乙は，固定資産等の使用の変更等をしようとする場合は，事前に甲の許可を得なければならない。 

５ 乙が，臨時的に短期間において第１項の規定に定める以外の固定資産等を使用しようとする場合は，別途

使用の許可を申請し，甲の許可を得なければならない。 



（第三者の使用） 

第４条 乙は，第三者に固定資産等の全部又は一部を貸与し，又は運営を委託することはできない。ただし，

乙が直接運営することが当該業務の規模又は種類により困難であって，第三者に委託する方が能率的であり，

かつ安価であると認められる場合は，甲の許可を得て，その一部を第三者に委託することができる。 

（施設等の管理） 

第５条 乙は，善良な管理者の注意をもって固定資産等を維持管理しなければならない。 

２ 甲の指定する固定資産等には，乙はあらかじめ甲の承認を得て，業務に必要な諸設備・什器・備品等を乙

の負担において備えることができる。ただし，事情や内容等により甲乙協議の上，甲の負担において備える

ことがある。 

３ 甲が乙に貸与している固定資産等に関する小規模の修繕は，原則として乙の負担とする。ただし，甲乙協

議の上，甲の負担で行うことがある。 

４ 乙は，固定資産等の滅失，毀損を発見した時は，速やかにこれを甲に報告しなければならない。 

（固定資産等の監督） 

第６条 甲は，固定資産等について随時実地調査することができる。 

２ 乙は，前項の調査に必要な報告を甲から求められた場合，これに応じなければならない。 

３ 甲は，固定資産等の維持管理に関し適宜必要な指示をすることができ，乙は当該指示に従うものとする。 

（業務日時等） 

第７条 乙は，本件業務の種類・内容・業務日時等を日常的に甲に報告し，甲又は学生等に重要な影響を与え

る施策等を実施する場合には，事前に甲と協議し，乙が行う本件業務に甲の意向が反映するよう努めなけれ

ばならない。 

２ 甲は，本件業務の種類・内容・業務日時等に関し甲が必要と認めた場合，その都度乙を指導することがで

きるものとし，甲から乙への指導が行われた場合，乙はこれを真摯に受け止め誠実に対応するものとする。 

（衛生管理等） 

第８条 乙は，本件業務に従事する従業員の勤務態様，健康管理，就業並びに衛生管理等について関係法令を

遵守すること。また，異常が判明したときは遅滞なく甲に報告するとともに，甲の管理運営及び本件業務の

実施に支障を来さないよう万全を期するものとする。 

（費用負担） 

第９条 乙は，本件業務の運営に係る人件費，保健衛生費，被服費，光熱水料，原材費，通信費，その他本件

業務に必要な経費を負担する。 

（対価の不発生） 

第１０条 甲及び乙は，本件業務の実施に関し，本契約書に定める以外，名目の如何を問わず何らの金員も相

手方に請求しない。 

 

 

 

（報告等） 

第１１条 乙は，半年に１回ずつ，本件業務の内容，収支決算等を書面により甲に報告しなければならない。 

２ 甲は，乙の損益計算書等の決算に関する書類，その他の書類の提出を求めることができる。 

（協議機関の設定） 

第１２条 甲及び乙は，学生等の福利厚生に関する事項及び関連する事項について，甲乙間で恒常的な協議の

場を設定する。構成は，甲の総長又はこれに代わる者，乙の理事長又はこれに代わる者を含むものとする。

また，必要に応じて，各レベルでの協議の場を設けるものとする。 

（契約期間） 

第１３条 契約期間は，平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までとする。ただし，契約期間満了の

６か月前までに，甲，乙いずれからも何らの意志表示をしない場合は，契約期間満了の日の翌日から向こう

１か年の契約を更新したものとみなし，その後も同様とする。 

（秘密保持） 



第１４条 甲及び乙は，契約期間中において知り得た互いの業務上の秘密について，これを第三者に漏洩して

はならない。 

２ 前項の規定は，本契約の終了においても同様とする。 

（解除） 

第１５条 甲は，次の各号に該当するときは，契約の解除又は契約の一部を変更することができるものとする。 

(1) 乙に，本契約に違背する事実があったと甲が認めたとき 

(2) 甲が，固定資産等を必要とすることになったとき 

（契約終了時） 

第１６条 契約が終了した場合において，乙は甲に対し，固定資産等に改良のために投じた有益費その他の費

用が現存している場合にあっても，その費用等の償還の請求はしないものとする。 

２ 契約が終了した場合，乙は甲の指定する期日までに固定資産等を現状に回復して返還しなければならない。

ただし，甲が特に承認したときは，この限りでない。 

３ 前項の場合において，乙が，原状回復の義務を履行しないときは，甲は乙の負担においてこれを行うこと

ができる。この場合，乙は甲に異議を申し立てることはできない。 

（損害賠償） 

第１７条 乙は，その責に帰する事由により固定資産等に損害を与えたときは，その損害額に相当する金額を

損害賠償として甲に支払わなければならない。ただし，前条第２項による原状回復をした場合は，この限り

でない。 

２ 前項に掲げる場合のほか，乙は，本契約書に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは，その

損害額に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。 

（協議） 

第１８条 この契約書に定めのない事項及び疑義が生じた場合には，甲乙双方でその都度誠実に協議するもの

とする。 

  

 上記契約の締結を証するため，本契約書２通を作成し，甲乙双方が記名押印のうえ，各自その１通を保管す

るものとする。 

 

 

  平成１６年４月１日 

 

甲 札幌市北区北８条西５丁目 

国立大学法人北海道大学 

総 長  中 村 睦 男  印 

 

 

乙 札幌市北区北８条西７丁目 

北海道大学生活協同組合 

理事長  榎 戸 武 揚  印 

 

 



変更契約書 

 

国立大学法人北海道大学（以下「甲」という。）と北海道大学生活協同組合（以下「乙」という。）との間 

において、平成１６年４月１日付けで締結した国立大学法人北海道大学における福利厚生業務に関する大学 

と生協との業務委託契約（以下「原契約」という。）について、原契約書第１８条に基づき、次の条項とお 

り変更契約を締結する。 

 

第１条 原契約の一部を次のとおり変更する。 

第３条 甲は、第１条の目的に向けた本件業務のために、別に定めた甲の所有す 

る土地・建物（以下「固定資産等」という。）を無償で乙の使用に供する。 

４ 乙は、固定資産等の使用の変更等及び第1項の規定に定める以外の土地・建 

物等を使用する場合は、事前に甲の許可を得なければならない。 

５ 乙が、臨時的に短期間において第1項の規定に定める以外の土地・建物等を 

 使用する場合は、別途使用の許可を申請し、甲の許可を得なければならない。 

第５条 

３ 固定資産等に関する小規模の修繕は、原則として乙の負担とする。ただし、 

 甲乙協議の上、甲の負担で行なうことがある。 

別記（第３条第２項関係）取扱要領「３．その他」を削除する。 

第２条 前条は、平成２２年４月１日から適用するものとする。 

 

   上記契約の成立を証するため，本契約書を２通作成し，甲乙双方が記名押印の上，各自 

その１通を所持するものとする。 

 

 

  平成２２年３月３１日 

 

 

甲 札幌市北区北８条西５丁目 

国立大学法人北海道大学 

総 長  佐 伯  浩  印 

 

 

乙 札幌市北区北８条西７丁目 

北海道大学生活協同組合 

理事長  太 田 幸 雄  印 

 


